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社会資本総合整備計画（地域住宅計画）

平成 23 年度 ～ 27 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況 １．地域の住宅政策の経緯及び現況 １．地域の住宅政策の経緯及び現況 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

大仙市地域

計画期間

 計画の名称

 都道府県名 秋田県  作成主体名 大仙市

大仙市は、平成１７年３月２２日に１市６町１村が合併し人口約９万１千人、世帯数約３万世帯の地域である。（平成２２年９月

末）

秋田県の南部内陸部に位置し、面積は約８６６㎡で、夏は比較的高温となり、冬は寒さが厳しく積雪も多く豪雪地帯に指定されて

 ２．課題 ２．課題 ２．課題 ２．課題

◯高齢化が全国的を上回るスピードで進展し、少子化の進行も著しく、人口の減少、過疎化傾向がつづいている状況にあって、高

齢化に配慮した住宅が不足している。

◯全国的に比べても、農村の持ち家志向が高く、その規模も比較的大きく、雪国としての居住水準も改善方向にあるが、質的水準

の低い住宅も多数存在し、また、更新時期を迎えた住宅が増加している。

◯地域経済の活性化のため、地場産材の需要拡大と産業振興を推進することが課題となっている。

○最新データでは、空き家数は１，１７７戸、内１４１戸は危険空き家となっており、また、学校統合により現在使用されておら

ず、かつ、今後も従来用途に供される見込みのない旧校舎等が２校分あり、周辺住環境を悪化させる原因となり、又は原因となる

おそれがある。

秋田県の南部内陸部に位置し、面積は約８６６㎡で、夏は比較的高温となり、冬は寒さが厳しく積雪も多く豪雪地帯に指定されて

いる。

県南の交通の要衝に位置し、秋田新幹線・秋田自動車道等の高速交通機関に整備により首都圏からの一日行動圏に入っている。

市の住宅事情は平成１７年国勢調査によると一般世帯２８，３２５世帯の内、持ち家２４，１１６世帯(約８５％)、借家４，２０

９世帯(１５％）（内訳、公営等借家677戸・民営借家2,776戸・給与借家423戸・その他間借り等333戸）で中心市街地の大曲地域に

持ち家約４０％、借家約７９％が集中している。

少子高齢化の進展により、高齢化率２９．６％となっており、今後益々進展するものと推計される。住宅政策としては、多様な

ニーズに対応した質の高い住居サービスの提供、既存公営住宅ストックの向上や活用、さらには良好な住環境に取組みながら、大

仙市ならではの住まいづくりを進めていく。



単　位 基準年度 目標年度地 ＤＩＤ地区を除く公営住宅等の木造住

 ３．計画の目標 ３．計画の目標 ３．計画の目標 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等 ４．目標を定量化する指標等 ４．目標を定量化する指標等 ４．目標を定量化する指標等

｢夢をもって暮らせる田園交流都市の住まいづくり｣｢夢をもって暮らせる田園交流都市の住まいづくり｣｢夢をもって暮らせる田園交流都市の住まいづくり｣｢夢をもって暮らせる田園交流都市の住まいづくり｣

・「まちづくりと一体となった住まいづくり」・「まちづくりと一体となった住まいづくり」・「まちづくりと一体となった住まいづくり」・「まちづくりと一体となった住まいづくり」

・「地域とともに暮らす安全・安心な住環境づくり」・「地域とともに暮らす安全・安心な住環境づくり」・「地域とともに暮らす安全・安心な住環境づくり」・「地域とともに暮らす安全・安心な住環境づくり」

・「多様な居住形態やニーズに合った住まいづくり」・「多様な居住形態やニーズに合った住まいづくり」・「多様な居住形態やニーズに合った住まいづくり」・「多様な居住形態やニーズに合った住まいづくり」

・「地域特性を踏まえた市営住宅の再構築」・「地域特性を踏まえた市営住宅の再構築」・「地域特性を踏まえた市営住宅の再構築」・「地域特性を踏まえた市営住宅の再構築」

・「不良住宅空き家を除却することにより、また、空き建築物を活用することにより周辺住環境の改善を・「不良住宅空き家を除却することにより、また、空き建築物を活用することにより周辺住環境の改善を・「不良住宅空き家を除却することにより、また、空き建築物を活用することにより周辺住環境の改善を・「不良住宅空き家を除却することにより、また、空き建築物を活用することにより周辺住環境の改善を

図る」図る」図る」図る」

指　　標 従前値 目標値地域住宅計画 公営住宅等の木造住宅の割合 ％ ＤＩＤ地区を除く公営住宅等の木造住宅の割合（木造公営住宅戸数/全市町村営住宅戸数） 96% Ｈ２３ 97% Ｈ２７地域住宅計画 市営住宅のバリアフリー化の割合 ％ 市営住宅の高齢者等のための設備がある割合 11% Ｈ２３ 12% Ｈ２７地域住宅計画 老朽化した公営住宅の割合 ％ 大仙市内における公営住宅等の管理戸数に対する耐用年数超過住宅戸数の割合 4% Ｈ２３ 3% Ｈ２７地域住宅計画 不良住宅空き家の除却数 戸 周辺住環境を悪化させている不良住宅空き家の除去数 0戸 Ｈ２３ 48戸 Ｈ２７地域住宅計画 空き建築物の活用数 棟 空き校舎等の棟数に対する活用棟数の割合 0棟 Ｈ２５ 2棟 Ｈ２７
※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

(1) 地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）の概要

(2)地域住宅計画に基づく事業（提案事業）の概要

◯公営住宅等整備事業

耐用年数を経過した市営住宅の建替えを実施する。今後の市営住宅の供給方法については、民間借上市営住宅等の活用を含めて検討

する。

◯公営住宅等ストック総合改善事業

老朽化している住宅や設備水準の低い住宅においては、地域や社会の居住ニーズに対応するため、長寿命化型改善事業を活用し計画

的に改善・改修を進め、住宅機能の維持・向上を図る。

○公的賃貸住宅家賃低廉化事業

○小規模住宅地区改良事業（空き家再生等推進事業）

冬場の積雪による不良住宅空き家の倒壊事故等を未然に防止するため、不良住宅空き家の所有者への解体費用の一部を助成を行う。

空き建築物である旧双葉小学校校舎及び屋内運動場を改修し、公文書館を設置する。

○公営住宅等ストック総合改善事業（基幹事業対象外）

(3)住環境整備事業の概要

○公営住宅等ストック総合改善事業（基幹事業対象外）

基幹事業で実施する公営住宅等ストック総合改善事業の工事監理等を行う。

(4)関連社会資本整備事業の概要

(5)効果促進事業の概要

○小規模住宅地区等改良事業

不良住宅除却や空き家バンク制度等を効率的に実施するためのシステム導入を行う。

○公営住宅等整備事業

市営住宅の建替えに伴う移転補償を行う。

(6)その他（関連事業）



160(1)A　基幹事業A1-A：地域住宅計画に基づく事業（基幹事業） H23 H24 H25 H26 H271-A1-1 住宅 一般 直接 1131-A1-2 住宅 一般 直接 131-A1-3 住宅 一般 直接 6132A1-Ｋ：地域住宅計画に基づく事業（基幹事業） H23 H24 H25 H26 H271-A1-4 住宅 一般 間接 181-A1-6 住宅 一般 直接 927A1-B：地域住宅計画に基づく事業（提案事業） H23 H24 H25 H26 H27 全体事業費 備考（百万円）小　　計番号 事業種別 地域種別 交付対象 直接間接 事業者 要素となる事業名（事業箇所） 事業内容（延長・面積等） 実施期間大仙市 市 小規模住宅地区等改良事業 空き家再生等推進事業（活用） 全体事業費 備考（百万円）大仙市 個人 小規模住宅地区等改良事業 空き家再生等推進事業（除却）
全体事業費

実施期間大仙市 市 公的賃貸住宅家賃低廉化事業 28戸　２団地大仙市 市 公営住宅等ストック総合改善事業 144戸　長寿命型・居住性向上型計２団地 小　　計番号 事業種別 地域種別 交付対象 直接間接 事業者 要素となる事業名（事業箇所） 事業内容（延長・面積等）
0 百万円 百万円 効果促進事業費の割合

大仙市 市 公営住宅等整備事業 14戸　市営住宅の建替 実施期間
６．目標を達成するために必要な事業等に関する経費等６．目標を達成するために必要な事業等に関する経費等６．目標を達成するために必要な事業等に関する経費等６．目標を達成するために必要な事業等に関する経費等全体事業費 合計 165 百万円 A 百万円 B番号 事業種別 地域種別 交付対象

3.64%（A+B+C) (うちA1-B) ((A1-B)+C)/(A+B+C)C 5 備考（百万円）直接間接 事業者 要素となる事業名（事業箇所） 事業内容（延長・面積等）
H23 H24 H25 H26 H271-A1-5 住宅 一般 直接 11A2：住環境整備事業 H23 H24 H25 H26 H27   00160B　関連社会資本整備事業 H23 H24 H25 H26 H27  0 備考C　効果促進事業 H23 H24 H25 H26 H27住宅 一般 直接 2住宅 一般 直接 35 備考合　　計番号 一体的に実施することにより期待される効果1-C1-1 1-A1-4 不良住宅除却や空き家バンク制度等を推進するために空き家のデータベースを構築し、空き家再生等推進事業の管理の円滑な運営を図る。1-C1-2 1-A1-1 市営住宅の建替で必要となる現入居者の移転費の助成を行い、市営住宅建替事業等の円滑な実施を図る。空き家再生等管理支援システム導入1-C1-2 大仙市 市 公営住宅等整備事業 建替えに伴う移転補償1-C1-1 大仙市 市 小規模住宅地区等改良事業

実施期間 全体事業費 備考（百万円）
地域種別 交付対象 直接間接 事業者 要素となる事業名 合　　計番号 一体的に実施することにより期待される効果 

事業内容 実施期間 全体事業費 備考（百万円）番号 事業種別
番号 事業種別 地域種別 交付対象 直接間接 事業者 要素となる事業名 事業内容 

全体事業費 備考（百万円） 小　　計合　　計
小　　計番号 事業種別 地域種別 交付対象 直接間接 事業者 要素となる事業名（事業箇所） 事業内容（延長・面積等） 実施期間 備考（百万円）大仙市 市 公営住宅等ストック総合改善事業 118戸　長寿命型・居住性向上型計２団地番号 種別 種別 対象 間接 事業者 （事業箇所） （延長・面積等）

1-C1-2 1-A1-1 市営住宅の建替で必要となる現入居者の移転費の助成を行い、市営住宅建替事業等の円滑な実施を図る。



その他関連する事業 H23 H24 H25 H26 H27住宅 一般 直接 211 防災・安全移行先住宅 一般 直接 5 防災・安全移行先216216(5)376(6) 百万円 B' 0 百万円 2.89%（A+B+C)+（A'+B'+C') (うちA1-B+A'1-B) ((A1-B)+C)/(A+B+C)百万円 C+C' 5 百万円 2.31%（A'+B'+C') (うちA'1-B) ((A'1-B)+C)/(A'+B'+C')C' 0 百万円 効果促進事業費の割合A+A' 百万円 B+B' 0216 百万円 A'全体事業費 合計 381 百万円 効果促進事業費の割合
備考（百万円）直接間接 事業者 要素となる事業名 事業内容110戸　安全性確保型・長寿命型計４団地1-A'1-5 大仙市 市 公営住宅等ストック総合改善事業 98戸　安全性確保型・長寿命型計３団地1-A'1-2 大仙市 市 公営住宅等ストック総合改善事業 合　　計その他関連事業費 合計

番号 事業種別 地域種別 交付対象 実施期間 全体事業費



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を社会資本総合整備計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。
 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。



参考図面（地域住宅支援）

大 仙 市

１ 地 域 住 宅 計 画 （ 秋 田 県 大 仙 市 地 域 ）計 画 の 名 称

計 画 の 期 間 平 成 23 年 度 ～ 平 成 27 年 度 （ 5 年 間 ） 交 付 対 象

1-A1-4 小規模住宅地区等改良事業

空き家再生等推進事業

（市内全域を事業区域とする）野田第３住宅(16戸) 1-A1-3
(12戸) 漆原住宅(１２戸)

 

1-A1-11-C1-21-A1-6旧双葉小学校● １-A1-3
1-A1-2、１－A1-51-A1-2、１-A1-5 1-A1-2


